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子
ど
も
た
ち
が
減
っ
て
い
ま
す

子
ど
も
た
ち
が
少
な
く
な
っ
て
い
る
こ

と
を
、
ご
存
じ
で
す
か
？
　
下
の
グ
ラ
フ

を
ご
覧
く
だ
さ
い
。
第
二
次
ベ
ビ
ー
ブ
ー

ム
の
こ
ろ
に
は
二
百
万
人
を
超
え
て
い
た

出
生
数
が
、
三
十
年
後
の
平
成
十
五
年
に

は
、
百
十
万
人
ほ
ど
と
半
数
近
く
ま
で
減

っ
て
い
ま
す
。
第
三
次
ベ
ビ
ー
ブ
ー
ム
が

起
こ
り
そ
う
な
気
配
も
、
あ
り
ま
せ
ん
。

平
成
元
年
に
は
全
国
の
「
合
計
特
殊
出

生
率
」
が
、
一
・
五
七
。
ひ
の
え
う
ま
の

年
だ
っ
た
昭
和
四
十
一
年
の
一
・
五
八
よ

り
も
低
く
な
り
、「
少
子
化
」
が
広
く
意

識
さ
れ
る
よ
う
に
な
り
ま
し
た
。
平
成
十

五
年
の
合
計
特
殊
出
生
率
は
一
・
二
九
と

な
り
、
少
子
化
の
傾
向
は
さ
ら
に
深
刻
に

な
っ
て
い
ま
す
。
そ
し
て
、
川
越
市
で
は

一
・
一
七
と
、
全
国
を
下
回
っ
て
い
ま
す
。

こ
の
ま
ま
だ
と
、
百
年
後
に
は
日
本
の
人

口
が
半
減
す
る
と
い
わ
れ
て
い
ま
す
。

将
来
の
働
き
手
で
あ
る
子
ど
も
が
減
る

と
、
ひ
と
り
ひ
と
り
に
社
会
保
障
な
ど
の

負
担
が
重
く
の
し
か
か
っ
て
き
ま
す
。
こ

れ
で
は
今
後
、
日
本
社
会
を
担
う
世
代
が
、

希
望
を
持
て
な
く
な
っ
て
し
ま
う
の
で
は

な
い
で
し
ょ
う
か
。

昨
年
、
市
民
の
皆
さ
ん
五
千
人
に
ア
ン

ケ
ー
ト
を
お
願
い
し
ま
し
た
。
そ
し
て
、

さ
ま
ざ
ま
な
保
育
サ
ー
ビ
ス
に
対
し
て
需

要
の
高
ま
っ
て
い
る
こ
と
や
、
子
育
て
に

対
す
る
不
安
の
声
を
多
く
伺
い
ま
し
た
。

こ
の
よ
う
な
状
況
と
、
平
成
十
五
年
七

月
に
国
が
制
定
し
た
「
次
世
代
育
成
支
援

対
策
推
進
法
」
の
趣
旨
を
受
け
て
、
今
年

度
か
ら
「
か
わ
ご
え
子
育
て
プ
ラ
ン
（
川

越
市
次
世
代
育
成
支
援
対
策
行
動
計
画
）」

に
基
づ
く
、
市
独
自
の
子
育
て
支
援
を
行

う
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。

＊
「
合
計
特
殊
出
生
率
」
と
は
、
十
五
歳

か
ら
四
十
九
歳
ま
で
の
女
性
の
年
齢
別
出

生
率
を
合
計
し
た
も
の
で
、
一
人
の
女
性

が
一
生
の
間
に
産
む
子
ど
も
の
数
に
相
当

し
ま
す
。
現
人
口
を
維
持
す
る
た
め
に
必

要
な
数
値
は
、
二
・
〇
八
と
い
わ
れ
て
い

ま
す
。

子
育
て
を
支
え
る
、
ま
ち
へ

「
か
わ
ご
え
子
育
て
プ
ラ
ン
」
の
概
要
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

問
い
合
わ
せ
…
こ
ど
も
家
庭
課
管
理
係
・
℡
内
線
２
５
８
１

数字で見る、少子化の影響

労働力人口の減少…平成13年・6,752万人 静 同37年・6,296万人

60歳以上の労働者が労働力人口に占める割合…平成13年・13.7％ 静 同37年・19.6％

社会保障に係る負担…平成14年・82兆円 静 同37年・182兆円

（対国民所得比）…平成14年・22.5％ 静 同37年・32.5％

国民負担率…平成15年・36.1％ 静 同37年・52.5％

＊国民負担率…国民所得に対する租税負担と社会保障負担の割合の合計

平成９年・厚生省（現在の厚生労働省）人口問題審議会報告を基に作成
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万人 昭和48年・2,091,983人

平成15年・1,123,610人

平成16年度版・厚生労働省「少子化対策関係資料集」より

日本における出生数の推移



基本理念基本理念基本理念
子どもと親と地域とがともに育ち支えあうまち川越子どもと親と地域とがともに育ち支えあうまち川越子どもと親と地域とがともに育ち支えあうまち川越
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計
画
の
柱
は
子
ど
も
・
親
・
地
域

子
ど
も
は
、
一
人
で
は
生
き
て
い
け
ず
、

親
の
手
を
借
り
て
成
長
し
て
い
き
ま
す
。

親
も
子
育
て
を
通
し
て
、
成
長
し
ま
す
。

核
家
族
化
に
よ
り
、
直
接
祖
父
母
か
ら
教

え
て
も
ら
う
機
会
が
減
っ
た
今
、
子
育
て

を
支
え
る
の
は
地
域
。
近
く
に
い
る
人
た

ち
に
見
守
ら
れ
て
、
子
ど
も
は
い
っ
そ
う

た
く
ま
し
く
育
っ
て
い
き
ま
す
。
そ
し
て

川越子育てプランの基本理念・基本目標・重点施策

基本目標

目標３・子育ての喜びを実
感し、子どもとともに成
長できる機会の充実

目標１・子どもと
親の豊かな健康
づくりの推進

目標２・心身の健やかな成長に
資する教育環境づくりの推進

目標４・仕事と子育ての両
立を支援する施策の充実

目標５・子育てを
地域で支える仕
組づくりの推進

目標６・要支援児童への
きめ細かな取組の推進

目標７・子ども等にや
さしく、安全・安心
なまちづくりの推進

重点施策

乳幼児健診$母親学級・両親学
級$育児関連講座等への協力$
未熟児・長期療養児訪問指導$
乳幼児医療費の助成$地域活動
栄養士会との協働

川越市教職員研修事業$指
導方法の工夫改善・少人数
学級$川越市子ども読書活
動推進計画の策定・推進$
家庭教育講座$総合型地域
スポーツクラブ

つどいの広
場$イベン
ト等への参
加促進

育児休業取得等の推進・啓発
$一般事業主との連絡協議会

学童保育事業$病後児保育事業$一時保育事業$特定保育事業$地域
子育て支援センター事業$保育所による地域子育て支援事業$ファミ
リーサポートセンター事業$通常保育事業$延長保育事業$統合保育
事業$土曜保育事業$産休明け保育事業$公立保育所の運営方針の検
討$法人立保育所への支援$認可外保育施設への助成制度$保育サー
ビス評価の仕組の導入検討$認証保育所制度の検討$地域子どもサポ
ート推進事業$子育てネットワーク事業$育児サークル支援

公共施設等
のバリアフ
リー化$交
通安全教育
$川越市防
犯のまちづ
くり基本方
針に基づく
各種施策

育児家庭支援事業$
児童虐待防止ネット
ワーク会議$肢体不
自由児認可通園施設

太字は、この企画記
事で紹介しています

乳幼児健診（写真は４か月児健診）
身体や精神の発育状態をみて、子どもの健全な育成を図ります。また相

談体制を強化するため、４か月児健診に助産師、１歳６か月児健診には栄
養士を新たに配置しました。保護者の育児に関する不安や悩みの解消の場
としての機能も充実させています。乳幼児健診については、総合保健セン
ター母子保健係（℡229－4125）が該当する方に郵送で通知しています。

子
ど
も
を
通
し
て
、
地
域
は
き
ず
な
を
強

め
、
活
性
化
し
て
い
き
ま
す
。

か
わ
ご
え
子
育
て
プ
ラ
ン
で
は
、
子
ど

も
・
親
・
地
域
を
計
画
の
柱
に
据
え
ま
し

た
。
同
プ
ラ
ン
の
基
本
理
念
と
基
本
目
標

は
、
下
の
図
の
と
お
り
で
す
。
こ
の
企
画

記
事
で
は
、
基
本
目
標
ご
と
に
あ
る
重
点

施
策
の
中
の
主
な
事
業
に
つ
い
て
、
ご
紹

介
し
ま
す
。


